
 

 

                     

５７ サービス種類相互の算定関係 

○利用者が、短期入所生活介護などのサービスを受けている間は訪問看護費を算定しない。 

○介護老人保健施設、介護療養型医療施設及び短期入所療養介護については、入所（入院）

当日の入所（入院）前に利用した訪問看護費は算定できる。 

○また、退所・退院した日については、厚生労働大臣が定める状態にある利用者に限り、訪

問看護費を算定できる。 

○施設入所（入院）者の外泊時又は試行的退所時は算定できない。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

注１９  

利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定

施設入居者生活介護又は定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（法第８条第１５項第１号に該当するものに限る。）、認知症対応型

共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービス

を受けている間は、訪問看護費は、算定しない。 

 

 

（２０） 介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院及

び医療機関を退所・退院した日の訪問看護の取り扱い 

介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設、介護医療

院及び医療機関を退所・退院した日については、第２の１の

（３）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示

（※）第６号を参照のこと。）にある利用者又は主治の医師が退

所・退院した日に訪問看護が必要であると認める利用者に限

り、訪問看護費を算定できることとする。 

なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）

においても同様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(介護予防)平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注１５ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（２１） 

                       ※利用者等告示：平成 27 年厚生労働省告示第 94 号 

第二 居宅サービス単位数表に関する事項 

 １ 通 則 

（３） 施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算

定について 

介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護

医療院の退所（退院）日又は短期入所療養介護のサービス

終了日（退所・退院日）については、訪問看護費、訪問リハ

ビリテーション費、居宅療養管理指導費及び通所リハビリテ

ーション費は算定できない。訪問介護等の福祉系サービス

は別に算定できるが、施設サービスや短期入所サービスで

も、機能訓練やリハビリテーションを行えることから、退所（退

院日）に通所介護サービスを機械的に組み込むといった居

宅サービス計画は適正でない。 

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利

用する訪問通所サービスは別に算定できる。ただし、入所

（入院）前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的

に組み込むといった居宅サービス計画は適正でない。 

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設、経

過的介護療養型医療施設若しくは介護医療院の試行的を

行っている場合には、外泊時又は試行的退所時に居宅サ

ービスは算定できない。 
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●介護保険最新情報 vol.151「介護報酬等に係る Q&A」（（平成 15 年 5 月 30 日） 

【老人訪問看護指示加算】 

（問１１） 

入所（院）の選定する訪問看護ステーションが老人保

健施設（介護療養型医療施設）に併設する場合も算定

できるか。 

（答）  

退所（院）時に１回を限度として算定できる。 

【退院日における訪問看護】 
（問１３） 

老人保健施設や介護療養型医療施設の退所（退院）

日においても、特別管理加算の対象となりうる状態の利

用者については、訪問看護が算定できることになった

が、他の医療機関を退院した日についても算定できる

か。 

（答）  

算定できる。 

【医療保険の訪問看護との関係】 

（問１４） 

医療保険による訪問診療を算定した日において、介

護保険による訪問看護、訪問リハビリテーションを行っ

た場合、医療保険と介護保険についてそれぞれ算定で

きるか。 

（答）  

医療保険による訪問診療を算定した日において、介

護保険による訪問看護、訪問リハビリテーションが別の

時間帯に別のサービスとして行われる場合に限りそれ

ぞれ算定できる。 

【入院患者の外泊中のサービス提供】 

（問１５） 

医療保険適用病床の入院患者が外泊中に介護保険

による訪問看護、訪問リハビリテーションを算定できる

か。 

（答）  

医療保険適用病床の入院患者が外泊中に受けた訪

問サービスは介護保険による算定はできないため、ご

指摘の場合は算定できない。 

 
 
●介護保険最新情報 vol.69「平成 21 年 4 月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 21 年 3 月 23 日） 

【認知症対応型共同生活介護利用者への訪問看護】 
（問１２） 

認知症対応型共同生活介護の利用者が急性増悪等

により訪問看護を利用した場合の取扱いについて 

（答）  

急性増悪等により訪問看護が必要となり、医師の指

示書および特別訪問看護指示書の交付を受けて､訪問

看護ステーションから訪問看護を行った場合は､指示の

日から１４日間を上限として､医療保険において訪問看

護療養費を算定できる。医療機関においては在宅患者

訪問看護・指導料を算定できる。 
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５８ 初回加算   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

○新規に訪問看護計画書を作成した利用者に対して、訪問看護を提供した場合、初回若しくは初回の

訪問看護を行った月に所定単位数を算定する。 

〇上記の内、病院、診療所又は介護保険施設から退院又は退所した日に看護師が訪問する場合は初回

加算(Ⅰ)、それ以外の場合は初回加算(Ⅱ)を算定する。 

【指導事例】 

＊新規に訪問看護計画書を作成せずに、初回訪問看護を行い、初回加算を算定していた。 

＊前回のサービス提供から歴月で二月経過していない利用者に対し、初回加算を算定していた。 

＊医療保険に引き続き介護保険からサービス提供している利用者に対し、初回加算を算定していた。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

ニ 初回加算   ３００単位 

⑴ 初回加算(Ⅰ) 350単位 

⑵ 初回加算(Ⅱ) 300単位 

注１ ⑴について、新規に訪問看護計画書を作成した利用者に 

対して、病院、診療所又は介護保険施設から退院又は退所 

した日に指定訪問看護事業所の看護師が初回の指定訪問看 

護を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。た 

だし、⑵を算定している場合は、算定しない。 

２ ⑵について、指定訪問看護事業所において、新規に訪問 

看護計画書を作成した利用者に対して、初回の指定訪問看 

護を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。た 

だし、⑴を算定している場合は、算定しない。  

（２５） 初回加算について 

① 本加算は、利用者が過去二月間（歴月）において、当該訪

問看護事業所から訪問看護（医療保険の訪問看護を含む。）

の提供を受けていない場合であって新たに訪問看護計画書を

作成した場合に算定する。 

② 病院、診療所又は介護保険施設から退院又は退所した日

に看護師が訪問する場合に初回加算(Ⅰ)を算定する。  

③ 初回加算(Ⅰ)を算定する場合は、初回加算(Ⅱ)は算定しな

い。 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ ハ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（1９） 

 

 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 
【初回加算】 
（問３６） 

一つの訪問看護事業所の利用者が、新たに別の訪

問看護事業所の利用を開始した場合に、別の訪問看

護事業所において初回加算を算定できるのか。 

（答）  

算定可能である。 

（問３７） 

同一月に、２ヵ所の訪問看護事業所を新たに利用す

る場合、それぞれの訪問看護事業所で初回加算を算

定できるのか。 

（答） 

算定できる。 

（問３８） 

介護予防訪問看護を利用していた者が、要介護認

定の更新等にともない一体的に運営している訪問看護

事業所からサービス提供を受ける場合は、過去２月以

（答） 

算定できる。訪問介護の初回加算と同様の取扱いで

あるため、平成２１年Ｑ＆Ａ（vol.１）問３３を参考にされた

い。 
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内に介護予防訪問看護の利用がある場合でも初回加

算は算定可能か 

 

 

 

 
 
 

●介護保険最新情報 vol.69 （平成 21 年 3 月 23 日）「平成 21 年 4 月改定関係 Q&A（vol.1）」 
（問３３） 

初回加算を算定する場合を具体的に示されたい。 

（答３３） 

初回加算は過去二月に当該指定訪問介護事業所か

ら指定訪問介護の提供を受けていない場合に算定され

るが、この場合の「二月」とは歴月（月の初日から月の末

日まで）によるものとする。 

したがって、例えば、４月１５日に利用者に指定訪問

介護を行った場合、初回加算が算定できるのは、同年

の２月１日以降に当該事業所から指定訪問介護の提供

を受けていない場合となる。 

また、次の点にも留意すること。 

① 初回加算は同一月内で複数の事業所が算定す

ることも可能であること。 

② 一体的に運営している指定介護予防訪問介護事

業所の利用実績は問わないこと（介護予防訪問介

護費の算定時においても同様である。） 
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５９ 退院時共同指導加算   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

○病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院・入所中の者に対して、看護師等（准看護

師を除く）が主治医その他の職員と共同して在宅での療養上必要な指導を行い、その内容を提供し

た後に、当該者の退院又は退所後に初回の訪問看護を行った場合、退院・退所につき 

１回（特別な管理を必要とする者について、複数日に退院時共同指導を行った場合は２回）に限り

所定単位数を算定する。 

○介護保険で退院時共同指導加算を請求する場合は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規

模多機能型居宅介護及び医療保険における退院時共同指導加算は算定できない。 

○初回加算を算定する場合は、算定できない。 

【指導事例】 

＊退院時共同指導の内容を、文書により利用者等へ交付していなかった。 

＊退院時共同指導の内容の文書を、退院後、訪問看護を行った日に利用者に提供している。 

＊退院時共同指導の内容を、訪問看護記録書に記録していなかった。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

ホ 退院時共同指導加算  ６００単位 

注 病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院

中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、指定訪問

看護ステーションの看護師等（准看護師を除く。）が、退院時

共同指導（当該者又はその看護に当たっている者に対し

て、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の主

治の医師その他の従事者と共同し、在宅での療養上必要な

指導を行い、その内容を提供することをいう。）を行った後

に、当該者の退院又は退所後に当該者に対する初回の指

定訪問看護を行った場合に、退院時共同指導加算として、

当該退院又は退所につき１回（特別な管理を必要とする利

用者については、２回）に限り、所定単位数を加算する。た

だし、ニの初回加算を算定する場合は、退院時共同指導加

算は算定しない。 

 

（２６） 退院時共同指導加算について 

① 退院時共同指導加算は、病院、診療所、介護老人保健施設

又は介護医療院に入院中又は入所中の者が退院又は退所す

るに当たり、訪問看護ステーションの看護師等が、退院時共同

指導を行った後に当該者の退院又は退所後、初回の訪問看

護を実施した場合に、一人の利用者に当該者の退院又は退所

につき１回（厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示（※）第

６号を参照のこと。）にある利用者について、複数日に退院時

共同指導を行った場合には２回）に限り、当該加算を算定でき

ること。この場合の当該加算は、初回の訪問看護を実施した日

に算定すること。 

なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を 

行っている場合においても算定できること。 

    また、退院時共同指導は、テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。ただし、テレビ電話装置等の活用につ

いて当該者又はその看護に当たる者の同意を得なければなら

ない。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護

関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダ

ンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガ

イドライン」等を遵守すること。 

② ２回の当該加算の算定が可能である利用者（①の厚生労働

大臣が定める状態の者）に対して複数の訪問看護ステーショ

ン、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は看護小規

模多機能型居宅介護事業所が退院時共同指導を行う場合に

あっては、１回ずつの算定も可能であること。 

③ 複数の訪問看護ステーション等が退院時共同指導を行う場合

には、主治の医師の所属する保険医療機関、介護老人保健施

設若しくは介護医療院に対し、他の訪問看護ステーション等に
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おける退院時共同指導の実施の有無について確認すること。 

④ 退院時共同指導加算を介護保険で請求した場合には、同月

に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機

能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける退院

時共同指導加算並びに同月に医療保険における訪問看護を

利用した場合の当該訪問看護における当該加算は算定できな

いこと（②の場合を除く。）。 

⑤ 退院時共同指導を行った場合は、その内容を訪問看護記録

書に記録すること。 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ ニ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知 

第二の３（２４） 

※利用者等告示：平成 27 年厚生労働省告示第 94 号 

 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【退院時共同指導加算】 
（問３９） 

退院時共同指導を実施した２ヶ月後に退院後初回の

訪問看護を行った場合は退院時共同指導加算を算定

できるのか。 

（答）  

算定できない。退院後初回の訪問看護を行った月の

同一月若しくは前月に退院時共同指導を実施した場合

に算定できる。 

（問４０） 

退院時共同指導加算を２ヵ所の訪問看護ステー 

ションで算定できるのか。 

（答） 

退院時共同指導加算は、１回の入院について１回に

限 り 算 定可 能で あ る た め 、 １ ヵ 所の 訪 問看 護ス 

テーションのみで算定できる。ただし、特別管理加算を

算定している状態の利用者（１回の入院につき２回算定

可能な利用者）について、２ヵ所の訪問看護ステーショ

ンがそれぞれ別の日に退院時共同指導を行った場合

は、２ヵ所の訪問看護ステーションでそれぞれ１回ずつ

退院時共同指導加算を算定することも可能である。 
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（問４１） 

退院時共同指導加算は、退院又は退所１回につき１

回に限り算定できることとされているが、利用者が１ヶ月

に入退院を繰り返した場合、１月に複数回の算定がで

きるのか。 

（答） 

算定できる。ただし、例２の場合のように退院時共同

指導を２回行った場合でも退院後１度も訪問看護を実

施せず再入院した場合は、退院時共同指導加算は１回

のみ算定できる。 

 

（例１）退院時共同指導加算は２回算定できる 

入院→退院時共同指導→退院→訪問看護の 

提供→再入院→退院時共同指導→訪問看護の

実施 

 

（例２）退院時共同指導加算は１回算定できる 

入院→退院時共同指導→退院→再入院→退院

時共同指導→訪問看護の実施 

  

 

●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【退院時共同指導加算】 
（問 48） 

退院時共同指導の内容を文書以外の方法で提供す

る場合、指導の内容を電話に伝 達してもよいのか。 

（答）  

元来、退院時共同指導の内容を文書により提供して

いたことを鑑みれば、電話による伝 達ではなく、履歴

が残る電子メール等の電磁的方法により指導内容を提

供することが想定される。 

 

（問４9） 

退院時共同指導の内容を文書以外の方法で提供す

る場合、利用者やその家族の同 意は必要か。 

（答） 

必要。利用者やその家族によっては、退院共同指導

の内容の提供を受ける手段として電 磁的方法ではなく

文書による提供を希望する場合も考えられるため、希望

に基づき対応 すること。 
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（問50） 

退院時共同指導の内容を電子メールで送信できたこ

とが確認できれば退院時共 同指導加算の算定は可能

か。 

（答） 

不可。電子メールで送信した後に利用者またはその

家族が受け取ったことを確認するとともに、確認したこと

について訪問看護記録書に記録しておく必要がある。 
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６０ 看護・介護職員連携強化加算   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

○指定訪問介護事業所と連携し、訪問介護員等に対して、たんの吸引等が必要な利用者に係る計画書

や報告書の作成及び緊急時の対応についての助言を行うとともに当該訪問介護員等に同行し、利用

者の居宅において業務の実施状況を確認した場合、又は利用者に対する安全なサービス提供体制整

備や連携体制確保のための会議に出席した場合に、１月に１回に限り所定単位数を算定する。 

○ 当該加算は訪問介護員等のたんの吸引等の技術不足を補うために同行訪問を実施することを目的

としたものではないため、訪問介護員等の基礎的な技術取得や研修目的で同行訪問を実施した場合

は、当該加算及び訪問看護費は算定できない。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

ヘ 看護・介護職員連携強化加算       ２５０単位 

注 指定訪問看護事業所が社会福祉士及び介護福祉士法

（昭和６２年法律第３０号）第４８条の３第１項の登録又は同法

附則第２０条第１項の登録を受けた指定訪問介護事業所と

連携し、当該事業所の訪問介護員等が当該事業所の利用

者に対し社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和６２

年厚生省令第４９号）第１条各号に掲げる医師の指示の下に

行われる行為を円滑に行うための支援を行った場合は、１月

に１回に限り所定単位数を加算する。 

 

 

（２７） 看護・介護職員連携強化加算について 

① 看護・介護職員連携強化加算は、訪問看護事業所の看護職

員が、訪問介護事業所の訪問介護員等に対し、たんの吸引等

の業務が円滑に行われるよう、たんの吸引等に係る計画書や

報告書の作成及び緊急時等の対応についての助言を行うとと

もに当該訪問介護員等に同行し、利用者の居宅において業務

の実施状況について確認した場合、又は利用者に対する安全

なサービス提供体制整備や連携体制確保のための会議に出

席した場合に算定する。なお、訪問介護員等と同行訪問した

場合や会議に出席した場合は、その内容を訪問看護記録書に

記録すること。 

② 当該加算は、①の訪問介護員等と同行訪問を実施した日又

は会議に出席した日の属する月の初日の訪問看護の実施日

に加算する。 

③ 当該加算は訪問看護が２４時間行える体制を整えている事業

所として緊急時訪問看護加算を届け出をしている場合に算定

可能である。 

④ 訪問看護事業所の看護職員が、訪問介護員等と同行し、た

んの吸引等の実施状況を確認する際、通常の訪問看護の提

供以上に時間を要した場合であっても、ケアプラン上に位置づ

けられた訪問看護費を算定する。 

⑤ 当該加算は訪問介護員等のたんの吸引等の技術不足を補う

ために同行訪問を実施することを目的としたものではないた

め、訪問介護員等のたんの吸引等に係る基礎的な技術取得

や研修目的で、訪問看護事業所の看護職員が同行訪問を実

施した場合は、当該加算及び訪問看護費は算定できない。 

（介護予防） 該当なし  
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●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【看護・介護職員連携強化加算】 
（問４２） 

看護・介護職員連携強化加算は、訪問看護を実施し

ていない月でも算定できるのか。 

（答）  

訪問看護費が算定されない月は算定できない。 

（問４４） 

看護・介護職員連携強化加算は、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士が同行訪問や会議に出席した場

合でも算定できるのか。 

（答） 

算定できない。 

（問４５） 

利用者の居宅を訪問し、介護職員のたんの吸引等

の実施状況を確認した場合、当該時間に応じた訪問看

護費は算定できるのか。 

（答） 

算定できる。ただし、手技の指導が必要な場合に指

導目的で同行訪問を行った場合は、訪問看護費は算

定できない。この場合の費用の分配方法は訪問介護事

業所との合議により決定されたい。 

（問４６） 

看護・介護職員連携強化加算を算定する場合は緊

急時訪問看護加算を算定している必要があるのか。 

（答） 

緊急時の対応が可能であることを確認するために緊

急時訪問看護加算の体制の届け出を行うことについて

は看護・介護職員連携強化加算の要件としており、緊

急時訪問看護加算を算定している必要はない。 

 

 
●介護保険最新情報 vol.273「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.2）」（平成 24 年 3 月 30 日） 

【看護・介護職員連携強化加算】 
（問４） 

利用者が月の途中で医療保険の訪問看護の対象と

なった場合は看護・介護職員連携強化加算を算定でき

るのか。 

（答） 

介護保険の訪問看護の利用期間中に、介護職員と

同行訪問又は会議を行った場合は算定できる。 
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６１ 看護体制強化加算   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

○別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問看護事業

所が、医療ニーズﾞの高い利用者への指定訪問看護の提供体制を強化した場合は、当該基準に掲げる区

分に従い１月につき所定単位数を加算する。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

ト 看護体制強化加算    

注 イ及びロについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合

しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問看護事

業所が、医療ニーズﾞの高い利用者への指定訪問看護の提供

体制を強化した場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

(１) 看護体制強化加算(Ⅰ)          ５５０単位 

(２) 看護体制強化加算(Ⅱ)          ２００単位 

 

 

（２８） 看護体制強化加算について 

① 大臣基準告示(※)第９号イ⑴㈠の基準における利用者の割

合については、以下のアに掲げる数をイに掲げる数で除して、

算定日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。 

ア 指定訪問看護事業所における緊急時訪問看護加算を算

定した実利用者数 

イ 指定訪問看護事業所における実利用者の総数 

② 大臣基準告示第９号イ⑴㈡の基準における利用者の割合に

ついては、以下のアに掲げる数をイに掲げる数で除して、算定

日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。 

ア 指定訪問看護事業所における特別管理加算を算定した実

利用者数 

イ 指定訪問看護事業所における実利用者の総数  

③ ①及び②に規定する実利用者数は、前６月間において、当

該事業所が提供する訪問看護を２回以上利用した者又は当該

事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１として

数えること。そのため、①及び②に規定する割合の算出におい

て、利用者には、当該指定訪問看護事業所を現に利用してい

ない者も含むことに留意すること。 

④ 看護職員の占める割合の算出に当たっては、常勤換算方法

により算出した前月（暦月）の平均を用いることとする。なお、当

該割合が100 分の60 から１割を超えて減少した場合（100 分

の54 を下回った場合）には、その翌月から看護体制強化加算

を算定できないものとし、１割の範囲内で減少した場合（100 

分の54 以上100 分の60 未満であった場合）には、その翌々

月から当該加算を算定できないものとすること（ただし、翌月の

末日において100 分の60 以上となる場合を除く。）。 

⑤ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、当該指定訪問

看護事業所の看護師等が、当該加算の内容について利用者

又はその家族への説明を行い、同意を得ること。 

⑥ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、医療機関との

連携のもと、看護職員の出向や研修派遣などの相互人材交流

を通じて在宅療養支援能力の向上を支援し、地域の訪問看護

人材の確保・育成に寄与する取り組みを実施していることが望

ましい。 

⑦ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、大臣基準告示

第９号イ⑴㈠、イ⑴㈡及びイ⑴㈣の割合並びにイ⑴㈢及びロ⑴

平成２７年厚生労働省告示第９５号 

９ 訪問看護費における看護体制加算の基準 

  次に掲げる基準のいずれにも適合すること 

イ 看護体制強化加算(Ⅰ) 

(1) 算定日が属する月の前６月間において、指定訪問看

護事業所（指定居宅サービス 等基準第 60 条第 1 項に

規定する指定訪問看護事業所をいう。以下同じ。）にお

ける利用者の総数のうち、緊急時訪問看護加算（指定居

宅サービス介護給付費単位数表の訪問看護費の注 12

に係る加算をいう。）を算定した利用者の占める割合が

100 分の 50 以上であること。 

(2) 算定日が属する月の前６月間において、指定訪 

問看護事業所における利用者の総数のうち、特別管 

理加算（指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪 

問看護費の注 13 に係る加算をいう。）を算定した利 

用者の占める割合が 100 分の 20 以上であること。 

(3) 算定日が属する月の前 12 月間において、指定訪 

    問看護事業所におけるターミナルケア加算（指定居宅

サービス介護給付費単位数表の訪問看護費の注 

15 に係る加算をいう。ロ(2)において同じ。）を算定した 

利用者が５名以上であること。 

  (4) 当該事業所において指定訪問看護の提供に当たる従

業者(指定居宅サービス等基準第六十条第一項に規定

する看護師等をいう。以下この号において同じ。)の総

数のうち、同項第一号イに規定する看護職員の占める

割合が百分の六十以上であること。 
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㈡の人数について、継続的に所定の基準を維持しなけれならな

い。なお、その割合及び人数については、台帳等により毎月記録

するものとし、所定の基準を下回った場合については、直ちに第

一の５に規定する届出を提出しなければならないこと。 

⑧ 看護体制強化加算は、訪問看護事業所の利用者によって

（Ⅰ）又は（Ⅱ）を選択的に算定することができないものであり、

当該訪問看護事業所においていずれか一方のみを選択し、

届出を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ ホ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（２５） 

※大臣基準告示： 平成27年厚生労働省告示第95号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、同項に規定する指定訪問看護事業者が、指

定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営

並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準(平成十八年

厚生労働省令第三十五号。以下「指定介護予防サー

ビス等基準」という。)第六十三条第一項に規定する指

定介護予防訪問看護事業所の指定を併せて受け、か

つ、指定訪問看護の事業と指定介護予防訪問看護

(指定介護予防サービス等基準第六十二条に規定す

る指定介護予防訪問看護をいう。以下同じ。)の事業と

が同一の事業所において一体的に運営されている場

合における、当該割合の算定にあっては、指定訪問

看護を提供する従業者と指定介護予防訪問看護を提

供する従業者の合計数のうち、看護職員の占める割

合によるものとする。 

ロ 看護体制強化加算(Ⅱ) 

(1) イ(1)及び(2)に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(2) 算定日が属する月の前 12 月間において、指定訪問

看護事業所におけるターミナルケア加算を算定した利

用者が１名以上であること。 

 

 (看護体制強化加算の係る経過措置) 

    令和５年３月 31 日において現にこの加算を算定して

いる指定訪問看護ステーション又は指定介護予防訪

問看護ステーションであって、令和５年４月 1 日以後

に、看護職員の離職等によりイ(4)のに適合しなくなっ

たものが、看護職員の採用に関する計画を都道府県

知事に届け出た場合には、当該計画に定める期間を

経過する日までの間は、当該基準にかかわらず、当

該加算を算定することができる。 
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●介護保険最新情報vol.629「平成 30年度介護報酬改定に関するQ&A」（平成 30年 3月 23日） 

【看護体制強化加算】 

（問９） 

看護体制強化加算の要件として、

「医療機関と連携のもと、看護職員

の出向や研修派遣などの相互人材交

流を通じて在宅療養支援能力の向上

を支援し、地域の訪問看護人材の確

保。育成に寄与する取り組みを実施

していることが望ましい。」ことが示

されたが、具体的にはどのような取

組が含まれるのか。 

（答）  

 当該要件の主旨は、看護体制強化加算の届出事業所において

は、地域の訪問看護人材の確保・育成に寄与する取り組みが期

待されるものとして示されたものであり、例えば、訪問看護ス

テーション及び医療機関の訪問看護事業所間において相互の

研修や実習等の受入、地域の医療・介護人材育成のための取組

等、地域の実情に応じた積極的な取組が含まれるものである。 

（問１０） 

留意事項通知における「前６月間

において、当該事業所が提供する訪

問看護を２回以上利用した者又は当

該事業所で当該加算を２回以上算定

した者であっても、１として数える

こと」とは、例えば、１～６月にか

けて継続して利用している利用者Ａ

は１人、１月に利用した利用者Ｂも

１人と数えるということで良いか。 

（答）  

 貴見のとおりである。具体的には下表を参照のこと。 

 

例）特別管理加算を算定した実利用者の割合の算出方法 

【サービス提供情報】７月に看護体制強化加算を算定 

 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

利用者A  ○  ○  ○  ○  ○  ○ 

利用者B ◎（Ⅰ）      

利用者C    ○ （ 入 院

等） 

（ 入 院

等） 

◎（Ⅱ） 

○指定訪問看護の提供が１回以上あった月 

◎特別管理加算を算定した月 

【算出方法】 

① 前６月間の実利用者の総数 ＝３  

② ①のうち特別管理加算(Ⅰ)(Ⅱ)を算定した実利用者数＝

２ 

→ ①に占める②の割合＝２／３≧３０％･･･算定要件満た   

 す 
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●介護保険最新情報vol.629「平成 30年度介護報酬改定に関するQ&A」（平成 30年 3月 23日） 

【看護体制強化加算】 

（問１１） 

仮に、７月に算定を開始する場合 

届出の内容及び期日はどうなるの

か。 

（答）  

・看護体制強化加算の算定にあたっては「算定日が属する月の

前６月間」において特別管理加算及び緊急時訪問看護加算を算

定した実利用者の割合を算定する必要がある。 

・仮に、７月に算定を開始する場合は、６月１５日以前に届出

を提出する必要があるため、６月分は見込みとして１月・２

月・３月・４月・５月・６月の６月間の割合を算出することと

なる。 

・なお、６月分を見込みとして届出を提出した後に、加算が算

定されなくなる状況が生じた場合には、速やかにその旨を届出

すること。 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

実績で

割合を

算出す

る 

実績で

割合を

算出す

る 

実績で

割合を

算出す

る 

実績で

割合を

算出す

る 

実績で

割合を

算出す

る 

１ ５ 日

以 前 に

届 出 が

必要。 

届 出 日

以 降 分

は 見 込

み で 割

合 を 算

出する。 

算定月 

 

（問１２） 

平成３０年３月時点で看護体制強

化加算を届出しているが、平成３０

年４月以降も看護体制強化加算を算

定する場合については、実利用者の

割合の算出方法が変更になったこと

から、新たに届出が必要となるのか。 

 

（答）  

貴見のとおりである。新たな算出方法で計算したうえで改め

て届出する必要がある。なお、３月分を見込みとして届出を提

出した後に、新たに加算が算定されなくなる状況が生じた場合

には、速やかにその旨を届出すること。。 

（問１３） 

平成３０年４月から算定する場

合には、平成２９年１０月からの

実績を用いることになるのか。 
 

（答）  

貴見のとおりである。 
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●介護保険最新情報vol.629「平成 30年度介護報酬改定に関するQ&A」（平成 30年 3月 23日） 

【看護体制強化加算】 

（問１４） 

１つの訪問看護事業所で看護体制強

化加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）を同時に届出する

ことはできないが、例えば、加算（Ⅱ）を

届出している事業所が、加算（Ⅰ）を新

たに取る場合には、変更届けの提出が

必要ということでよいか。 

 

（答）  

貴見のとおりである。 

 

●介護保険最新情報vol.952「令和３年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.３）」（令和３年３月26日） 

【看護体制強化加算】 

（問１１） 

看護体制強化加算に係る経過措置に

ついて、令和５年４月１日以後に「看護

職員の離職等」により基準に適合しなく

なった場合の経過措置で、看護職員の

採用に関する計画について具体的な様

式は定められているのか。 

（答）  

様式は定めていない。 

 

●介護保険最新情報vol.965「令和３年度介護報酬改定に関する Q&A（Vol.５）」（令和３年４月９日） 

【看護体制強化加算】 

（問１）  

看護体制強化加算に係る経過措置に

ついて、令和５年４月１日以後に「看護

職員の離職等」により基準に適合しなく

なった場合の経過措置が示されている

が、看護職員の離職以外にどのようなも

のが含まれるのか。 

（答）  

看護職員の離職以外に、看護職員の病休、産前産後休業、育児・

介護休業又は母性健康管理措置としての休業を取得した場合が含ま

れる。 
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６２ 口腔連携強化加算【新設】   ※区分支給限度基準額の算定対象外  

○次の条件を備えた場合に加算対象となる。 

電子情報処理組織を使用し都道府県知事に対し届出を行った従業者が、口腔の健康状態の

評価を実施し、利用者の同意を得て歯科及び介護支援専門員に結果の情報提供を行ったと

き、１月に１回に限り所定単位数を加算する。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号 平成２７年厚生労働省告示第９３号 

チ 口腔連携強化加算 50 単位  

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対

し、老健局長が定める様式による届出を行った指定訪問看護事

業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合におい

て、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に

対し、当該評価の結果の情報提供を行ったときは、口腔連携強

化加算として１月に１回に限り所定単位数を加算する。 

 

 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注９ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（１５） 
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６３ サービス提供体制強化加算  ※区分支給限度基準額の算定対象外  

○次の条件を備えた場合に加算対象となる。 

 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）については、（１）～（４） 

 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）については、（１）～（３）及び（５） 

 （１）すべての看護師等ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い研修を実施すること 

 （２）すべての看護師等による技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること 

 （３）すべての看護師等に対し、健康診断等を少なくとも１年に１回、実施すること 

 （４）看護師等の勤続年数について、７年以上の者が３割以上であること 

 （５）看護師等の勤続年数について、３年以上の者が３割以上であること 

【指導事例】 

＊看護師等ごとの研修計画を作成していなかった。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知（第二の４ 訪問看護費） 

リ サービス提供体制強化加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準（※）に適合しているもの

として都道府県知事に届け出た指定訪問看護事業所が、利

用者に対し、指定訪問看護を行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従いイ及びロについては１回につき、ハについて

は次に掲げる単位を所定単位数に加算する。 

 ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）  イ又はロを算定している場合。 

（一） サービス提供体制強化加算（Ⅰ）      ６単位 

（二） サービス提供体制強化加算（Ⅱ）      ３単位 

（２）  ハを算定している場合。 

（一） サービス提供体制強化加算（Ⅰ）     ５０単位 

（二） サービス提供体制強化加算（Ⅱ）     ２５単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３０） サービス提供体制強化加算について 

 ３（１２）を参照のこと。 

第二の３ 

（１２）サービス提供体制強化加算について 

① 研修について 

看護師等ごとの「研修計画」については、当該事業所にお

けるサービス従事者の資質向上のための研修内容の全体像

と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、

看護師等について個別具体的な研修の目標、内容、研修期

間、実施時期等を定めた計画を策定しなければならない。 

② 会議の開催について 

「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての

留意事項に係る伝達又は当該指定訪問看護事業所におけ

る看護師等の技術指導を目的とした会議」とは、当該事業所

においてサービス提供に当たる看護師等のすべてが参加す

るものでなければならない。なお、実施に当たっては、全員

が一堂に会して開催する必要はなく、いくつかのグループ別

に分かれて開催することで差し支えない。会議の開催状況

については、その概要を記録しなければならない。 

なお、「定期的」とは、概ね一月に一回以上開催されてい

る必要がある。 

また、会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた

めのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管

理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての

留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事項について、その

変化の動向を含め、記載しなければならない。 

・利用者のＡＤＬや意欲 

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

・家族を含む環境 

・前回のサービス提供時の状況 
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・その他サービス提供に当たって必要な事項 

③ 健康診断等について 

健康診断等については、労働安全衛生法により定期に実

施することが義務付けられた「常時使用する労働者」に該当

しない看護師等も含めて、少なくとも一年以内ごとに一回、事

業主の費用負担により実施しなければならない。新たに加算

を算定しようとする場合にあっては、当該健康診断等が一年

以内に実施されることが計画されていることをもって足りるも

のとする。 

④ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算

出した前年度（三月を除く。）の平均を用いることとする。ただ

し、前年度の実績が六月に満たない事業所（新たに事業を

開始し、又は再開した事業所を含む。）については、届出日

の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出し

た平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始

し、又は再開した事業者については、四月目以降届出が可

能となるものであること。 

なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介護職

員基礎研修課程修了者については、各月の前月の末日時

点で資格を取得している又は研修の課程を修了している者

とすること。 

⑤ 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降に

おいても、直近三月間の職員の割合につき、毎月継続的に

所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合につ

いては、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合

については、直ちに第一の５の届出を提出しなければならな

い。 

⑥ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数

をいうものとする。 

⑦ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務

年数に加え、同一法人等の経営する他の介護サービス事業

所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直

接提供する職員として勤務した年数を含めることができるもの

とする。 

⑧ 同一の事業所において介護予防訪問看護を一体的に行

っている場合においては、本加算の計算も一体的に行うこと

とする。 

 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ ヘ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知 

第二の３（２２） 

（※）平成２７年厚生労働省告示第９５号  

１０ 訪問看護費におけるサービス提供体制強化加算の 

基準 

 

イ 指定訪問看護事業所（指定居宅サービス等基準

第６０条第１項に規定する指定訪問看護事業所をい

う。以下同じ。）の全ての看護師等（指定居宅サービ

ス等基準第６０条第１項に規定する看護師等をいう。

以下同じ。）に対し、看護師等ごとに研修計画を作

成し、当該計画に従い、研修（外部における研修を

含む。）を実施又は実施を予定していること。 

ロ 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当た

っての留意事項の伝達又は当該指定訪問看護事

業所における看護師等の技術指導を目的とした会

議を定期的に開催すること。 

ハ 当該指定訪問看護事業所の全ての看護師等に対

し、健康診断等を定期的に実施すること。 

ニ 当該指定訪問看護事業所の看護師等の総数のう

ち、勤続年数３年以上の者の占める割合が１００分

の３０以上であること。 
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●介護保険最新情報 vol.69「平成 21 年 4 月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 21 年 3 月 23 日） 

【計画的な研修の実施に係る要件の留意事項】 
（問３） 

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の

要件のうち、計画的な研修の実施に係る要件の留意事

項を示されたい。 

（答） 

訪問介護員等（訪問入浴介護従業者等を含む。以下

問３及び問４において同じ。）ごとに研修計画を策定され

ることとしているが、当該計画の期間については定めて

いないため、当該訪問介護員等の技能や経験に応じた

適切な期間を設定する等、柔軟な計画策定をされたい。  

また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問

介護員等ごとに策定することとされているが、この訪問介

護員等ごとの計画については、職責、経験年数、所有資

格及び本人の意向等に応じ、職員をグループ分けして

作成することも差し支えない。 

なお、計画については、すべての訪問介護員等が概

ね１年の間に１回以上、なんらかの研修を実施できるよう

策定すること。 

【定期的な健康診断の実施に係る要件の留意事項】 

（問４） 

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の

要件のうち、定期的な健康診断の実施に係る要件の留

意事項を示されたい。 

（答） 

本要件においては、労働安全衛生法により定期的に

健康診断を実施することが義務づけられた「常時使用す

る労働者」に該当しない訪問介護員等を含めた、すべて

の訪問介護員等に対して、１年以内ごとに１回、定期的

に医師による健康診断を、事業所の負担により実施する

こととしている。 

また、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護

員等に対する健康診断については、労働安全衛生法に

おける取扱いと同様、訪問介護員等が事業者の実施す

る健康診断を本人の都合で受診しない場合について

は、他の医師による健康診断（他の事業所が実施した健

康診断を含む。）を受診し、その者が当該健康診断の結

果を証明する書面を提出したときは、健康診断の項目を

省略できるほか、費用については本人負担としても差し

支えない（この取扱いについては、高齢者の医療の確

保に関する法律により保険者が行う特定健康診査につ

いては、同法第２１条により労働安全衛生法における健

康診断が優先されることが定められているが、「常時使

用する労働者」に該当しない訪問介護員等について

は、同条の適用はないことから、同様の取扱いとして差

し支えない。）。 
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●介護保険最新情報 vol.69「平成 21 年 4 月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 21 年 3 月 23 日） 

【勤続年数の通算】 
（問５） 

同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施

設）における勤続年数や異なる業種（直接処遇職種）に

おける勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の

出向や事業の承継時にも通算できるのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同

士である場合にも通算できるのか。 

（答） 

同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤

続年数や異なる職種（直接処遇を行う職種に限る。）に

おける勤続年数については通算することができる。ま

た、事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合

であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、

事業所が実質的に継続して運営していると認められる場

合には、勤続年数を通算することができる。ただし、グル

ープ法人については、たとえ理事長等が同じであったと

しても、通算はできない。 

【産休・病欠等の期間の勤続年数への参入】 
（問６） 

産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

（答） 

産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継

続していることから、勤続年数に含めることができる。 

 
 

６４ 訪問看護ステーションにおける衛生材料等の取扱いについて 

○利用者が主治医から必要かつ十分な量の衛生材料又は保険医療材料の支給を受けているこ

とを確認のうえ、訪問看護を実施します。 

 

【根拠法令】 

平成１５年 保医発第０３３１０１４号課長通知 「訪問看護ステーションにおける衛生材料等の取扱いについて」 

  標記については、「診療報酬点数表（平成６年３月厚生省告示第５４号）及び老人診療報酬点数表（平成６年３月厚生省告示第 

７２号）の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（保医発第０３０８００１号）及び「保険医療機関等において患者から求める

ことができる実費について」（平成１２年１１月１０日保険発第１８６号）により取扱われているところであるが、今般、下記について関

係者に対し改めて周知徹底を図られたい。 

記 

 

   在宅療養指導管理料は必要かつ十分な量の衛生材料又は保険医療材料を支給した場合に算定することとなっており、保険医

療機関は訪問看護ステーションとの連携等により、在宅医療に必要な衛生材料等の量の把握に努め、十分な量の衛生材料等を

支給すること。 
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６５ 訪問看護と連続して行われる死後の処置について 

○死後の処置については、指定訪問看護の提供に係るものでない。 

○ただし、訪問看護の提供と連続して行われたものについては、交通費、おむつ代等に準ず

るものとして、実費相当額の支払いを受けることができる。 

○費用については、あらかじめ家族などに説明のうえ、同意を得るとともに領収書を交付す

ること。 

 

【根拠法令】 

平成１２年 老健第８５号課長通知 「指定訪問看護と連続して行われる死後の処置の取扱いについて」 

指定訪問看護又は指定老人訪問看護（以下「指定訪問看護等」という。）と連続して行われるいわゆる死後の処置については、

「指定訪問看護及び指定老人訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準について」（平成１２年３月３１日保発第７０号・老発第３

９７号）の第三の４（９））①ハにおいて、実費相当額を徴収することができる旨、通知したところであるが、さらに、その取扱いについて

は左記に留意し、その実施に遺憾のないように関係者に対して周知徹底を図られたい。 

一 死後の処置については、指定訪問看護等の提供に係るものではないが、指定訪問看護等の提供と連続して行われるものに要

する費用については、指定訪問看護等の提供に係る交通費、おむつ代等に要する費用に準ずるものとして取り扱うこととしたこと。 

二 死後の処置のみのサービス提供は、費用を徴収できる「死後の処置」に含まれないものとすること。 

三 死後の処置とは、消毒液等での清拭、遺体の排出物・分泌物等への処置等を行うものであること。 

四 費用の徴収については、死後の処置のサービスを提供する前に、あらかじめ家族等に対し、その内容及び費用について説明

を行い、同意を得なければならないこと。また、家族等から費用の支払を受ける場合には、費用の細目を記載した領収書を交付

する必要があること。 

 
 
 
 
 

その他 
●介護保険最新情報 vol.71「介護報酬等に係る Q&A vol.2」（平成 12 年 4 月 28 日） 

【同一日に医療保険と介護保険の両方の請求】 
（問Ⅰ（１）①３） 

午前中に「訪問診療」を実施し、午後に「訪問看護」

及び「訪問リハビリ」を行った場合に、医療保険と介護

保険それぞれに請求を行うことが可能か。 

（答） 

医療保険による訪問診療と介護保険による訪問看護

（要介護者、要支援者に行われる訪問看護は癌末期、

神経難病など一定の疾病の状態にある場合や急性増

悪等の場合を除き、介護保険からの給付となる）、訪問

リハビリが別の時間帯に別のサービスとして行われる場

合、それぞれが算定できる。 

【訪問看護ステーションと保険医療機関とが医療保険でいう「特別な関係」にある場合の介護給付費の算定】 

（問Ⅰ（１）③１） 

訪問看護ステーションと医療保険でいう「特別な関

係」にある保険医療機関において、医療機関が居宅療

養管理指導費（介護保険）を算定した日と同一日に訪

問看護ステーションの訪問看護費（介護保険）の算定は

可能か。 

（答）  

別の時間帯に別のサービスとして行われた場合、可

能である。 
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●介護保険最新情報 vol.151「介護報酬等に係る Q&A」（（平成 15 年 5 月 30 日） 

【難病患者等の利用】 
（問１６） 

利用者が末期がん患者や神経難病など難病患者等

の場合の取扱いについて 

（答）  

利用者が末期がん患者や難病患者等の場合は、訪

問看護は全て医療保険で行い、介護保険の訪問看護

費は算定できない。 

 
 
●介護保険最新情報vol.952「令和３年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.３）」（令和３年３月26日） 

【利用開始した月から12月を超えた場合の減算】（介護予防訪問看護） 

（問121） 

介護予防訪問・通所リハビリテーショ

ン及び介護予防訪問看護からの理学療

法士・作業療法士・言語聴覚士による訪

問について、当該事業所においてサー

ビスを継続しているが、要介護認定の状

態から要支援認定へ変更となった場合

の取扱如何。 

（答）  

・ 法第 19 条第２項に規定する要支援認定の効力が生じた日が属する

月をもって、利用が開始されたものとする。  

・ ただし、要支援の区分が変更された場合（要支援１から要支援２の 

変更及び要支援２から要支援１への変更）はサービスの利用が継続 

されているものとみなす。  

 

 
 
 
●介護保険最新情報vol.966「令和３年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.６）」（令和３年４月15日） 

【利用開始した月から12月を超えた場合の減算】（介護予防訪問看護） 

（問４） 

介護予防訪問・通所リハビリテーショ

ン及び介護予防訪問看護からの理学療

法士・作業療法士・言語聴覚士による訪

問について、12 月以上継続した場合の

減算起算の開始時点はいつとなるの

か。 

（答）  

・ 当該サービスが開始した日が属する月となる。。  

  

・ 当該事業所のサービスを利用された月を合計したものを利用期間と

する。 
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別紙様式１    　            　　　訪問看護計画書

作 成 者 ①  職 種： 看護師・保健師

作 成 者 ②

上記の訪問看護計画書に基づき指定訪問看護又は看護サービスの提供を実施いたします。  

                                                            

   　    　　   年　　月　　日

                                             事業所名                   

                                             管理者氏名          　　  　 　  

                 　　　　　　殿                                               

  　 年  　 月 　  日　(  　   )歳生年月日

要介護認定の
状況

　　　要支援（１　２）　　要介護（１　　２　　３　　４　　５）

利用者氏名

処置の内容 衛生材料（種類・サイズ）等

年 月 日

必要量

備考(特別な管理を要する内容、その他留意すべき事項等)

住　　所

評価

看護・リハビリテーションの目標

療養上の課題・　支援内容

 氏 名：  職 種： 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士

有　・　無衛 生 材 料 等 が 必 要 な 処 置 の 有 無

 氏 名：
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訪問看護を実施する際の保険適用の考え方 

 

利用者が介護保険の要介護被保険者等（要支援・要介護認定を受けた方）の場合、

原則として介護保険法に基づく訪問看護費を算定します。 

 

４０歳から６４歳までの方 

（第２号被保険者） 

６５歳以上の方 

（第１号被保険者） 

初老期認知症や脳血管疾患な

ど、老化に起因する１６種類の

特定疾病に該当する心身の障

害が原因で、介護等を要する状

態になった。 

加齢、疾病等に伴い介護等を要

する状態になった。 

 

 

（市区町村に申請） 

・一次判定 ： 訪問審査（または主治医の意見書） 

・二次判定 ： 介護認定審査会における介護度判定 

  ↓    ↓     ↓ 

非該当  
要支援１・２ 

→ 介護予防訪問看護 
 

要介護１～５ 

→ 訪問看護 

 

 

ただし、利用者が以下に該当する場合は、健康保険法及び高齢者の医療の確保に関する

法律に基づく指定訪問看護の費用を算定します。 

 

「訪問看護療養費に係る訪問看護ステーションの基準」（平成１８年厚生労働省告示第

１０３号 第４） 
◆指定訪問看護に係る厚生労働大臣が定める場合 

 

１ 要介護被保険者等である利用者について指定訪問看護の費用に要する額を算定できる場合 
(1) 特別訪問看護指示書に係る指定訪問看護を行う場合 
(2) 特掲診療料の施設基準等別表第７に掲げる名称の疾病等の利用者に対する指定訪

問看護を行う場合 
(3) 精神科訪問看護基本療養費が算定される指定訪問看護を行う場合 

２ 訪問看護基本療養費の注１４ただし書及び精神科訪問看護基本療養費の注１１ただ

し書に規定する所定額を算定できる場合 

(1) 介護保険法第８条第１１項に規定する特定施設入居者生活介護又は同条第２０項

に規定する認知症対応型共同生活介護の提供を受けている利用者に対し、前号(1)又
は(2)に掲げる指定訪問看護を行う場合 

(2) 介護保険法第８条第２７項に規定する介護老人福祉施設の入所者等であって、末

期の悪性腫瘍であるものに対し、その主治医から交付を受けた訪問看護指示書及び

訪問看護計画書に基づき、指定訪問看護を行う場合 
(3) 病院又は診療所に入院している者で、在宅療養に備えて一時的に外泊してい

る者（次のいずれかに該当する者に限る。） 

イ 特掲診療料の施設基準等別表第７に掲げる疾病等の者 

ロ 特掲診療料の施設基準等別表第８に掲げる者 

ハ その他在宅療養に備えた一時的な外泊に当たり、訪問看護が必要であると認

められた者 
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３　訪問看護費

注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注

准看護師の

場合

高齢者虐待防

止措置未実施

減算

業務継続計画

未策定減算

夜間又は早朝

の場合、若しく

は深夜の場合

複数名訪問

加算（Ⅰ）

複数名訪問

加算（Ⅱ）

１時間３０分以

上の訪問看護

を行う場合

要介護５の者

の場合

事業所と同一

建物の利用者

又はこれ以 外

の同一建物の

利用者2 0人以

上にサービス

を行う場合

特別地域訪問

看護加算

中山間地域等

における小規

模事業所加算

中山間地域等

に居住す る者

へのサー ビス

提供加算

緊 急時訪問看

護 加算（Ⅰ）

緊急時 訪問看

護加算 （Ⅱ）

特別管理加算 専門管理加算 ターミナ ルケア

加算

遠隔死亡診断

補助加算

医療保険の訪

問看護が必要

であるものとし

て主治医が発

行する訪問看

護指示の文書

の訪問看護指

示期間の日数

につき減算（１

日につき）

理学療法士・

作業療法士・

言語聴覚士の

訪問回数が看

護職員の訪問

回数を超えて

いる場合又は

特定の加算を

算定していな

い場合

（３１４単位）

（２） 　３０分未満

（４７１単位）

（８２３単位）

（１,１２８単位）

（２６６単位）

（２） 　３０分未満

（３９９単位）

（５７４単位）

（８４４単位）

（１）初回加算（Ⅰ）

（１月につき　＋３５０単位）

（２）初回加算（Ⅱ）

（１月につき　＋３００単位）

（１）　看護体制強化加算（Ⅰ）

　（１月につき　＋５５０単位）

（２）　看護体制強化加算（Ⅱ）

　　　　（１月につき　＋２００単位）

（一） サービス提 供体制強化加算（Ⅰ）

（1 回につき　＋６単位）

（二） サービス提 供体制強化加算（Ⅱ）

（1 回につき　＋３単位）

（一） サービス提 供体制強化加算（Ⅰ）

（1 月 につき　＋５０単位）

（二） サービス提 供体制強化加算（Ⅱ）

（1 月 につき　＋２５単位）

　：　「特別地域訪問看護加算」 、「中山間地域等における小規模事業所加算」、「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」、「緊急時訪問看護加算」 、「特別管理加算」、　「 ターミナルケア加算」及び「サービス提供体制強化加算」 は、支給限度額管理の対象外の算定項目

　　　「事業所と同一建物 の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20 人以上にサービスを行う場合」を適用する場合は、支給限度基準額 の算定の際、当該減算 前の単位数を算入

※　１月 以内の２回目以降の緊急時訪 問については、 早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算を算定できるものとす る。

ニ　初回加算

ホ　退院時共同指導加算 　（１回につき　＋６００単位）

へ　看護・介護職員連携強化加算

基本部分

（１） 　２０分未満

　　　　週に1 回以上 、20 分以上の保健師又は

　　　　看護師による訪問を行った場合算定可 能

イ　指定訪問看 護

　　ステー ションの場合

３０分未満の

場合

＋２５４単位

３０分以上の

場合

＋４０２単位

ハ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携する場合

　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　（1 月につき　２，９６１単位）

（５） 　理学療法士、 作業療法士又は言語聴覚士の場合

ロ　病院又は診療所

　　の場合

（３） 　３０分以上１時間未満

准看護師に

よる訪問が

1 回でもある

場合

×９８/ 1 0 0

 １月につき

＋３２５単位

＋１０／１００

×９０／１００

（１） 　２０分未満

　　　　週に1 回以上 、20 分以上の保健師又は

　　　　看護師による訪問を行った場合算定可 能

×９０／１００

（４） 　１時間以上 １時間３０分未満

（２９４単位）

　 ※　１日に２回を超 えて実施する場合は９０/ １００

（３） 　３０分以上１時間未満

（４） 　１時間以上 １時間３０分未満

＋１５／１００

－９７単位

１月につき

（ Ⅰ）の場合

　＋５００単位

又は

（ Ⅱ）の場合
＋２５０単位

死亡日及び

死 亡日前14 日

以内に2日以上

ターミナルケア

を行っ た場合
＋２,５００単位

＋ １５０単位

注 注

３０分未満の

場合

＋２０１単位

３０分以上の

場合

＋３１７単位

事業所と同一

建物の利用者

又はこれ以外

の同一建物の

利用者2 0人以

上にサービス

を行う場合

×９０／１００

事業所と同一

建物の利用者

5 0 人以上に

サービスを行う

場合

×８５／１００

＋５／１００

１月につき

＋６００単位

（ １）イ及びロを算

定する場合

（２） ハを算定する

場合

 １月につき

＋３１５単位

＋３００単位

＋ ８００単位

１月につき

訪 問看護

ステーション

の場合

＋６００単位

病院又 は

診療所 の場合

＋３２５単位

１月につき

訪問看 護

ステーション

の場合

＋５７４単位

病院又 は

診療所の場合

＋３１５単位

夜 間又は

早朝の場合

＋２５／１００

深夜の場合

＋５０／１００

１月につき

＋５７４単位

＋３００単位

※　業務継続計画未策定減算 については令和７年４月１日から適用する。

－１／１００ －１／１００

緩 和ケア、褥

瘡ケア又は人

工肛門ケア及

び人工膀胱ケ

アに係る専門

の研修を受け

た看護師が計

画的な管理を

行った場合

１月につき

＋２５０単位

（月１回を限

度）

特定行為研修

を修了した看

護師が計画的

な管理を行っ

た場合

１月につき

＋２５０単位

（月１回を限

度）

１回につき

ー ８単位

（１月につき　＋２５０単位）

ト　看護体制強化加算

　　（ イ及びロを算定する場合のみ算定）

チ　口腔連携強化加算
　（ １回につき　＋５０単位（ １月に１回 を限

度））

リ　サービス提供体制

　　強化加 算

介護　3
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２　介護予防訪問看護費

注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注

准看護 師の場合 高齢者 虐 待防止措

置未実 施 減算

業務継続計 画未策

定減算

夜間若しくは早朝 の

場合又は深 夜 の場

合

複数名訪 問加算

（Ⅰ）

複数名訪問 加 算

（Ⅱ ）

1 時間3 0 分以 上の

介護予防 訪問看護

を行う場 合

事業所と同一建物

の利用 者 又はこれ

以外の同 一建物の

利用者2 0人 以 上に

サービスを行う場合

特別地域介 護予防

訪問看護加 算

中山間地域等 にお

ける小規 模事業所

加算

中山間地域等 に居

住する者 へのサー

ビス提供 加算

緊急時 介護 予防訪

問看護 加算 （Ⅰ）

緊急時介護 予防訪

問看護加算（ Ⅱ）

特別 管理 加算 専門管理 加算 理学 療法士 ・作業

療法 士・言語聴覚

士の訪問 回数が看

護職 員の訪問回数

を 超えている場 合

又は特定 の加算を

算定 していない場合

利用を 開始した日

の属す る月から起

算して12 月 を超え

た期間 に介 護予防

訪問看護 を行っ た

場合

　：　「特別地域介 護予 防訪問看護加 算」、「中山間 地域等における小規模事業 所加算」、「中 山間地域等に居 住する者へのサービス 提供加算」 、「 緊急時介護予防 訪問 看護加算」、「特別管理 加算 」及び「 サービス提供体制強 化加算」は、支給 限度 額管理の対象外 の算 定項目

　　　「 事業所と同 一建物の利用者 又はこれ以 外の同一建物の利用者20 人以上にサービスを 行う場合 」を適 用 する場合は、支給限度基 準額の算定 の際、当該減算 前の単位数を 算入

※　１月以内の２回目以降の緊急時訪問については、早朝・夜間、深夜の介護予防訪 問看護に係る加算を算定できるものとする。

※　業務継続計画未 策定減算については令和７年４月１日から適用する。

３　介護予防訪問リハビリテーション費

注 注 注 注 注 注 注 注 注 注

高齢者 虐待防止措
置未実 施減算

業務継 続 計画未策
定減算

事業所と同一建物
の利用者 又はこれ

以外の同 一建物の

利用者2 0 人以 上に

サービスを 行う場合

特別地域介護 予防
訪問リハビリテーショ

ン加算

中山間地 域等にお
ける小規模事 業所

加算

中山間地域 等 に居
住する者 へのサー

ビス 提 供加算

短期集中 リハビリ
テーション実 施加算

口腔連携 強 化加算 事業所の医 師がリ
ハビリテーション計

画の作成に係る診

療を行わなかっ た

場合（基準に該当

する場合 に限る。）

利用を開始 した日
の属する 月から起

算して 12 月を超え

た期間に介護予防

訪問リハビリテーショ

ンを 行っ た場合（ 要

件を満た さない場

合）

　：　「特別地域介 護 予防訪問リハビリテーション加算 」、「 中山間地域等 における小規模事 業所加算 」、 「中山間 地 域等に居住す る者 へのサービス 提供加 算」及び 「サー ビス提供体制 強化加算」 は、支 給限 度額管理の対象 外の算定項目

　　　「 事業所と同 一建物の利用者 又はこれ以 外の同一建物の利用者20 人以上にサービスを 行う場合 」を適 用 する場合は、支給限度基 準額の算定 の際、当該減算 前 の単位数を 算入

※　業務継続計画未 策定減算については令和７年４月１日から適用する。

１回 につき

－３ ０単位

　１回 につき

＋５ ０単位

（１月に１ 回を限度）

－１／１ ００

事業 所と同一建物

の利 用者又はこれ

以 外の同一建 物の

利用者2 0 人以 上に

サービスを行 う場合
×９０／１００

事業 所と同一建物

の利用者の利用者

5 0 人以上 にサービ

ス を行う場合

×８５／１００

＋１０／１００

ロ　退 院時共同指導 加算

ト　 サービス 提供体 制

　　 強 化加算

（１回 につき　 ＋３単位）

１回につき

－５０単位

（退 院後１月以内 で
あって、入 院してい

た医療機関の医師

からの情報 提供が

あった利用 者の場

合は算定 しな い）

＋ ５／１０ ０
1 日につき

＋２００単位

（１回 につき　 ＋６０ ０単位）

ハ　サービス提供 体制

　　 強 化加算

（１）　サービス提供体制強化 加算（Ⅰ）

１月につき

（Ⅰ） の場合

＋５０ ０単位

又 は

（Ⅱ） の場合

＋２５ ０単位

緩和ケア、褥瘡ケア

又は人工肛門 ケア

及び人工膀胱 ケア

に係る専 門の研修

を受けた看護師が

計 画的な 管理を

行 っ た場合

１月につき
＋２５０単位

（ 月１回 を限度 ）

特定行為研 修を修
了した看 護師が計

画的な管理を 行っ

た場合

１月につき

＋２５０単位
（ 月１回 を限度 ）

１回につき
－５単位

（左 の減算を算定 し

ている場合は

－１５単位）

1 月につき
＋ ３１５単 位

１回につき

ー８ 単位

注 注

３０分未満の

場合

＋２５４単 位

３０分以上の

場合

＋４０２単 位

＋１５／１００

事業所と同一建物

の利用者又はこれ

以外の同一 建 物の

利用者2 0人以 上 に

サービスを行う場合

×９０ ／１０ ０

事業所と同一建物

の利用者の利用者

50 人以上にサー ビ
スを行う場合

×８５ ／１０ ０

夜間 又 は早朝の

場合
＋２５ ／１００

深 夜の場合

＋５０ ／１００

３０分 未満の

場合

＋ ２０１ 単位

３０分 以上の

場合

＋ ３１７ 単位

1 月につき
 ＋５ ７４単位

－１／１ ００

（２）　３０ 分未満

（１）　サービス提供体制強化 加算（Ⅰ）

（１回につき　 ＋６単位）

ハ　初 回加算

（１）初回加 算（Ⅰ）

（１月 につき　 ＋３５ ０単位）

（１回 につき　 ＋６０ ０単位）

ホ　看 護体制 強化加算 （１月 につき　 ＋１０ ０単位）

ヘ　口 腔連携 強化加算 （１回につき　＋５０単位（１月 に１回を 限度））

介護老人 保 健施設の場合
イ　介護 予防訪問

　　リハビリテー ション費

介護医療 院 の場合

病院又は診療所の場合

１回 につき　２９ ８単位

（１回につき　 ＋６単位）

（２）　サービス提供体制強化 加算（Ⅱ）

（１回につき　 ＋３単位）

（ ３０ ３単位）

（４）　１時間 以上１時間３ ０分未 満

（ １,０９ ０単位）

（５）　理学療法士 、作業療法士 又は言語 聴覚士 の場合

×９０／１００

（２）　３０ 分未満

（ ４５ １単位）

（３）　３０ 分以上１時間 未満

（ ７９ ４単位）

1 月につき
 ＋ ６００単位

1 月につき
＋３２ ５単位

＋５／ １００－ １／ １００ ＋１０／ １００

基本 部分

イ　指定 介護予防訪問

　　看 護ステー ション

　　の場合

（１）　２０ 分未満

   　　週に1 回以上、2 0 分以 上の保健師 又は看護師 による

　　　 訪問を行 った場合算定 可能

×９０／１００

＋３００単位

＋３００単位

（ ２８ ４単位）
　    　※ 　１日 に２回を 超えて実 施す る場合は５ ０/ １００

（ ２５ ６単位）

（２）　サービス提供体制強化 加算（Ⅱ）

（ ３８ ２単位）

（３）　３０ 分以上１時 間未満

（ ５５ ３単位）

（ ８１ ４単位）

ロ　病 院又は診療 所
　　の場合

（１）　２０ 分未満

   　　週に1 回以上、2 0 分以 上の保健師 又は看護師 による

　　　 訪問を行 った場合算定 可能

（４）　１時間 以上１時間３ ０分未 満

基本 部分

－１／１００ ＋１５ ／１００

（２）初回 加算（Ⅱ）

（１月 につき　 ＋３０ ０単位）

ニ　退 院時共 同指導加算

予防　2
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告 示 等 一 覧  
 

 

１ 介護保険の第２号被保険者の特定疾病（介護保険法施行令第２条） 

 ○ 介護保険の第２号被保険者が要介護・要支援認定を受ける疾病 
(1) がん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至ったと判

断したものに限る。） 

(2) 関節リウマチ 

(3) 筋萎縮性側索硬化症 

(4) 後縦靭帯骨化症 

(5) 骨折を伴う骨粗鬆症 

(6) 初老期における認知症（脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因に基づく脳の器質的な変

化により日常生活に支障が生じる程度にまで記憶機能及びその他の認知機能が低下した状態） 

(7) 進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病 

(8) 脊髄小脳変性症 

(9) 脊柱管狭窄症 

(10) 早老症 

(11) 多系統萎縮症 

(12) 糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症 

(13) 脳血管疾患  

(14) 閉塞性動脈硬化症 

(15) 慢性閉塞性肺疾患 

(16) 両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症 

 

 

 

２ 厚生労働大臣が定める疾病等（訪問看護費） 

○ 要介護者・要支援者であっても、医療保険で訪問看護が行われる疾患等 

（平成２７年厚生労働省告示第９４号 ４（予防７６）） 
・ 末期の悪性腫瘍（平成１２年厚生省告示第１９号で規定） 

・ 多発性硬化症 

・ 重症筋無力症 

・ スモン 

・ 筋萎縮性側索硬化症 

・ 脊髄小脳変性症 

・ ハンチントン病 

・ 進行性筋ジストロフィー症 

・ パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病 

（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ３以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度の

ものに限る。）） 

・ 多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群） 

・ プリオン病 
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・ 亜急性硬化性全脳炎 

・ ライソゾーム病 

・ 副腎白質ジストロフィー 

・ 脊髄性筋萎縮症 

・ 球脊髄性筋萎縮症 

・ 慢性炎症性脱随性多発神経炎 

・ 後天性免疫不全症候群 

・ 頚髄損傷 

・ 人工呼吸器を使用している状態 

 

 

 

３ 厚生労働大臣が定める状態（訪問看護費） 

○ 指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者 

（平成２７年厚生労働省告示第９４号 ６（予防７７）） 
  イ 診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表第一医科診療報酬点数表（以 

下「医科診療報酬点数表」という。）に掲げる在宅悪性腫瘍患者指導管理若しくは在宅気管切 

開患者指導管理を受けている状態又は気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している 

状態 

ロ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療

法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿

指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼痛管理指導管理又は在宅肺高血圧症患

者指導管理を受けている状態 

ハ 人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

二 真皮を越える褥瘡の状態 

ホ 点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態 

 

 

 

４ 厚生労働大臣が定める区分（訪問看護費） 

○ 特別管理加算の区分（平成２７年厚生労働省告示第９４号 ７（予防７８）） 
・ 特別管理加算（Ⅰ）は、上記イに規定する状態にある者に対して指定訪問看護を行う場合 

・ 特別管理加算（Ⅱ）は、上記ロ～ホに規定する状態にある者に対して指定訪問看護を行う場合 

 

 

 

５ 厚生労働大臣が定める地域（訪問看護費） 

○ 特別地域訪問看護加算（平成２４年厚生労働省告示第１２０号） 
１ 離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定により指定された離島振興対策実

施地域 

２ 奄美群島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８９号）第１条に規定する奄美群島 

３ 山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第１項の規定により指定された振興山村 
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４ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９号）第４条第１項に規定する小笠原諸

島 

５ 沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第３条第３号に規定する離島 

６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第１項の規定により指定された豪

雪地帯及び同条第２項の規定により指定された特別豪雪地帯、辺地に係る公共的施設の総合整備

のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第２条第１項に規定する

辺地、過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第２条第１項に規定する過疎地

域その他の地域のうち、人口密度が希薄であること、交通が不便であること等の理由により、介

護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項に規定する指定居宅サービス及び同法第 

４２条第１項第２号に規定する基準該当居宅サービス並びに同法第４６条第１項に規定する指定

居宅介護支援及び同法第４７条第１項第１号に規定する基準該当居宅介護支援並びに同法第５３

条第１項に規定する指定介護予防サービス及び同法第５４条第１項第２号に規定する基準該当介

護予防サービスの確保が著しく困難であると認められる地域であって、厚生労働大臣が別に定め

るもの 
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